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株主各位

証券コード6721
2026年３月６日

株　主　各　位
神奈川県横浜市西区平沼一丁目２番24号
ウ イ ン テ ス ト 株 式 会 社

代表取締役 姜 輝

【当社ウェブサイト】
https://www.wintest.co.jp/ir/stock/meeting.html

【株主総会資料 掲載ウェブサイト】
https://d.sokai.jp/6721/teiji/

第33期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第33期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、
いずれかのウェブサイトにアクセスの上、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面（郵送）によって議決権を行使するこ
とができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2026年３月25日（水曜日）午
後５時までに議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。

［インターネットによる議決権行使の場合］
　当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしていただき、本招
集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」及び「パスワー
ド」をご利用の上、画面の案内にしたがって、議案に対する賛否を上記の行使期限までにご入力くだ
さい。
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株主各位

１．日 時 2026年３月26日 (木曜日) 午前10時 (受付開始:午前９時30分)
２．場 所 神奈川県横浜市西区北幸二丁目６番１号

ONEST横浜西口ビル６F AP横浜　Ｈ＋Iルーム
３．会議の目的事項
報 告 事 項 １. 第33期（2025年１月１日から2025年12月31日まで）

    事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類
    監査結果報告の件
２. 第33期（2025年１月１日から2025年12月31日まで）
     計算書類報告の件

決 議 事 項
議 案 監査等委員ではない取締役４名選任の件

　インターネットによる議決権行使に際しましては、後記の「インターネットによる議決権行使のご
案内」をご確認くださいますようお願い申しあげます。

［書面（郵送）による議決権行使の場合］
　議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限までに到着するようご返
送ください。

敬具

記

以上
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議決権の行使等についてのご案内

招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
⑴書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示が
　ない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
⑵インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使を有効なも
　のとしてお取り扱いいたします。
⑶インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、到着日時を問わず、イ
　ンターネットによる議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。
⑷代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人として株主総
　会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますのでご了承く
　ださい。
-----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------
◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申
　しあげます。
◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイトにおいて、その
　旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。
◎書面交付請求をいただいた株主様には、電子提供措置事項を記載した書面をあわせてお送りいたし
　ますが、当該書面は、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、次に掲げる事項を除いておりま
　す。
① 新株予約権等の状況
② 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
③ 連結株主資本等変動計算書
④ 連結計算書類の連結注記表
⑤ 株主資本等変動計算書
⑥ 計算書類の個別注記表
　したがいまして、当該書面に記載している事業報告、連結計算書類及び計算書類は、会計監査人が
会計監査報告を、監査等委員会が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一部でありま
す。
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議決権の行使等についてのご案内

株主総会にご出席される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

日 時
　2026年３月26日（木曜日） 　午前10時（受付開始：午前9時30分）

場 所
　
ONEST横浜西口ビル６F AP横浜　Ｈ＋Iルーム

書面（郵送）で議決権を行使される場合

本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼
らずにご投函ください。

行使期限
　2026年３月25日（水曜日）

　午後５時到着分まで

インターネットで議決権を行使される場合

パソコン、スマートフォンから議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスし、本
招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に記載された「ログインID」及び「仮パスワー
ド」をご入力いただき、画面の案内に従って賛否をご入力ください。

行使期限
　2026年３月25日（水曜日） 　午後５時入力完了分まで

議決権行使についてのご案内
議決権は、以下の３つの方法により行使いただくことができます。
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議決権の行使等についてのご案内

行使
期限

2026年３月25日（水曜日）
午後５時入力完了分まで

インターネットによる議決権行使のご案内

　

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力す
ることなく、議決権行使サイトにログインすることができま
す。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本

見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。3

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワー
ド」を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・
仮パスワード」を
入力

「ログイン」を
クリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 ９:00～21:00）

書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱い
いたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいた
します。
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当事業年度の事業の状況

（2025年 1 月 1 日から
2025年12月31日まで）
事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
　当連結会計年度（2025年１月～12月）における世界半導体市場は、WSTS（World 
Semiconductor Trade Statistics／世界半導体市場統計：2025年12月２日）の発表による
と、前年比+22.5%増の7,722億4,300万米ドル（約120兆円）になるとの見通しでした。主
に、予想をはるかに超える生成AI需要急騰によるものであり、これに伴ってHBM（AIで使わ
れるメモリー製品）やAIで使用されるGPUなどの複合ロジック製品半導体が市場の牽引役と
なりました。一方、 AI関連を除くと、2024年に続き2025年は、各半導体関連企業がAIに注
力したことにより、AI関連以外の領域の自動車向け、民生用及び産業向け半導体の製造リソー
スが低下し、民生・産業向け半導体チップ不足が発生、自動車納期の長期化、パソコンやスマ
ートフォンなど民生向け製品の価格上昇に繋がるなど、「用途による二極化」が更に顕著とな
り、AI向け半導体関連投資伸長の裏で、民生・産業用向け半導体製造設備投資は、前年比マイ
ナス成長となりました。
　また、日本における半導体市場は、AI向け半導体を製造している企業が少なく、他国が２桁
成長する中で日本だけマイナス成長（8.9%の落込み）を見せ、世界全体に占めるシェアは、
2024年までの７%前後から５%台にまで下落しています（参考：米国半導体工業会2025年
10月９日）。
　当社グループが属する民生・産業分野向け半導体市場の2025年度は、WSTSやSEMIなどの
市場予測では、昨年より低迷が続いている民生・産業分野も回復、再生可能エネルギーの電源
や電気自動車（EV）のほか、自動運転に使う半導体の需要も大きく増加する、と予測されて
いましたが、振り返ると予測を大きく裏切る結果となりました。
　また、富士キメラ総研の「2025ディスプレイ関連市場まとめ」によると、2025年は、中
国におけるエコ家電買い替え補助金の縮小・終了や米国の輸入関税によるマイナス影響など
で、世界的に市場は縮小したとのことです。前述したAI偏重は、世界的な傾向で有り、当社が
メイン市場とする中国・台湾半導体企業も大きな影響を受けており、当社が得意とする民生機
器向け半導体の一つであるDDIC（ディスプレイ・ドライバーIC）製造工場の設備投資凍結の
影響が続いており、当社グループの2025年度の受注、売上は低調に推移いたしました。
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当事業年度の事業の状況

　2026年以降は、ノートPCやタブレット、車載CIDなどでの採用増加を背景にAMOLEDの
伸長が予想されるほか、フォルダブルスマートフォンの普及が進むRGB蒸着フォルダブル
OLED（有機EL）、スマートグラスや車載HUDで使用が期待されるLCOS（反射型液晶パネ
ル）、スマートグラスやスマートウォッチ、TV向けで採用の増加が予想されるマイクロLED
なども伸びるとみられ、2030年の市場は2024年比6.7％増の19兆4,622億円を予測していま
す。今後も、多くの用途で中国パネルメーカーが台頭し、平均単価は下落するとみられていま
す。
　今後もウインテストグループとして、横浜本社／大阪事業所における開発環境整備、人材育
成に努め、組織の若返りを含めた強化を行い、総務経理部を含む各部署における業務推進体制
を革新するため、ERPやITを駆使した、より機動的かつ最新の環境で、設計、開発及び経営能
力を強化するとともに、トータルコストの削減、納期の短縮と品質の向上を目指し、顧客満足
度を上げることで受注増、業績の向上、企業価値の増大を図り、株主様の利益につなげてまい
ります。
　以上のように依然として2025年は、AI関連投資偏重傾向が顕著となり、当社業績に大きな
影響が及び、その結果各社顧客工場における新規設備投資の抑制が引続き、当社業績は低調に
推移いたしました。
　また、当社グループは、2026年度に向け黒字化を推進することを前提に、当社グループが
保有する棚卸資産について厳格な評価を実施し、特に子会社を中心として連結で599,920千
円の棚卸資産評価損（売上原価）を計上いたしました。前述のとおりでありますが、業界全体
において市場環境が変化しており、特に受注の伸び悩みが見られる状況が続いています。当社
におきましても、一部製品の市場動向を慎重に精査した結果、保有する棚卸資産の一部につい
て、将来的な回収可能性について精度を高めて評価する必要があると判断しました。これに伴
い、監査法人とも協議のうえ、適正な会計処理を行うために積極的な棚卸資産の評価損を計上
することといたしました。
　これは、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号)に従い資産評価の健全
性を確保するために実施するものであります。今回の評価損計上により、短期的な財務指標に
は影響が出るものの、これは将来的な財務の健全性を確保し、持続的な成長基盤を強化するた
めの戦略的な判断であります。当社は今後も、事業構造の見直しや市場ニーズに適した製品戦
略を推進し、収益性の向上を図る施策を進めてまいります。また、当該棚卸資産に関しまして
は、2026年以降受注し出荷される製品にすべて組み込む予定でありますので、売上金額に占
める原価率の低減に大きく寄与してまいります。
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当事業年度の事業の状況

　以上の結果、当社の当連結会計年度の売上高は前連結会計年度より増加し429,053千円と
なりましたが、営業損失は、主に棚卸資産の精査による評価の影響で1,218,662千円、経常損
失は1,217,996千円、親会社株主に帰属する当期純損失は1,242,428千円となりました。ま
た、営業キャッシュ・フローは、751,167千円のマイナスとなりました。

② 設備投資の状況
　該当事項はありません。

③ 資金調達の状況
　当社は、当連結会計年度中に、第三者割当による新株予約権の行使により、700,608千円
の資金調達を実施しました。
　その他の増資、社債発行等による資金調達は行っておりません。

④ 重要な事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

⑤ 重要な他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥ 重要な吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑦ 重要な他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当事項はありません。
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直前３事業年度の財産及び損益の状況

区　　分 第 30 期
(2022年12月期)

第 31 期
(2023年12月期)

第 32 期
(2024年12月期)

第 33 期
(当連結会計年度)
(2025年12月期)

売 上 高 (千円) 210,315 407,449 417,090 429,053

経 常 損 失 （ △ ） (千円) △683,764 △552,095 △1,094,080 △1,217,996
親会社株主に帰属す
る当期純損失（△） (千円) △686,241 △554,572 △1,105,888 △1,242,428
１株当たり当期純損
失 （ △ ） (円) △19.87 △13.85 △25.27 △23.45

総 資 産 (千円) 1,902,244 1,973,665 1,195,301 919,363

純 資 産 (千円) 1,352,717 1,665,183 699,928 343,500

1株当たり純資産額 （円） 37.24 37.94 15.12 6.40

区　　分 第 30 期
(2022年12月期)

第 31 期
(2023年12月期)

第 32 期
(2024年12月期)

第 33 期
(当事業年度)

(2025年12月期)

売 上 高 (千円) 236,025 286,636 225,483 477,126

経 常 損 失 （ △ ） (千円) △546,652 △498,025 △840,491 △451,387

当期純損失（△） (千円) △549,129 △500,502 △1,392,000 △1,049,192

１株当たり当期純損
失 （ △ ） (円) △15.90 △12.50 △31.81 △19.80

総 資 産 (千円) 2,058,089 2,223,189 999,019 620,542

純 資 産 (千円) 1,652,162 1,984,652 696,706 339,154

1株当たり純資産額 （円） 45.54 45.27 15.04 6.32

(2) 財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況

（注）１株当たり当期純損失は、期中平均発行済株式数により算出しております。

② 当社の財産及び損益の状況

（注）１株当たり当期純損失は、期中平均発行済株式数により算出しております。
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重要な親会社及び子会社の状況

会社名 資本金 当社に対する
議決権比率 主要な事業内容

武漢精測電子集団
股份有限公司 279,745千人民元 37.29%

①液晶パネル用信号発生器の設計・
製造
②フラットディスプレイ技術の研究
開発
③OLEDディスプレイ検査システ
ム・コンピュータコントロールシス
テムインテグレータ・オートメーシ
ョン設備の研究開発、生産、販売及
び技術サービス

会社名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容

偉恩測試技術（武漢）
有限公司 50,000千人民元 100% 半導体検査装置の製造・販売

(3) 重要な親会社及び子会社の状況
① 重要な親会社の状況

・親会社との関係
当社の親会社である武漢精測電子集団股份有限公司は、当社株式を20,000千株（議決権比率
37.29%）保有しております。
・親会社との取引に関する事項は以下のとおりであります。
ア. 当該取引をするにあたり当社の利益を害さないように留意した事項
当該取引をするにあたっては、一般取引と同様に、市場の実勢価格等と比較検討のうえ取引条
件を決定しております。

イ. 当該取引が当社の利益を害さないかどうかの判断についての取締役会の判断及びその理由
当社は、上記ア．の観点も踏まえ、監査等委員が出席する取締役会において、当社経営に対す
る適切な意見を得ながら、多面的な議論を経て決定しており、当該取引は当社の利益を害する
ものではないと判断しております。

ウ. 取締役会の判断が社外取締役の意見と異なる場合の当該意見
当該事項はありません。

② 重要な子会社の状況
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(4) 対処すべき課題
 当社グループの主要事業である半導体検査装置事業では、高度化、多様化する半導体製造工場
の検査ニーズに応えるため、検査技術の革新を進めるとともに、検査対象の拡充による事業の成
長継続と、市場の急速な変化に応えるために製造能力の強化による更なる成長を目的として、以
下の課題に取り組んでまいります。
①主たる既存事業への取り組み
ア．検査装置機能の高速化及び機能性向上
 当社グループの主要事業である半導体検査装置事業では、2025年度お客様における設備投資
機運が低迷するなか次世代半導体向け高機能オプション等の開発継続してまいりました。中国、
台湾における大型半導体製造工場の動きが鈍いことを受け、日本のお客様向け高速、高電圧ロジ
ックオプションの開発を決定し、既にお引合いを頂けることとなり、2026年中には出荷を開始
できるように準備中です。
 当社の主たる事業分野である半導体検査装置事業分野、特にディスプレイ・ドライバICは、ス
マートフォンに代表される情報端末に情報を表示するのに欠かせないICチップであり、スマホ用
CPUに並び重要な半導体です。今後とも、市場動向や技術動向に注視してタイムリーな開発を目
指します。
イ．営業力強化・顧客サポートの充実
 半導体検査装置においては顧客とのリレーションシップを更に推し進め、今後の設備投資凍結
解除に向け情報の確認とリレーションシップによるタイムリーな受注、売上を達成してまいりま
す。
 また、子会社である偉恩測試技術（武漢）有限公司においては、既存製品に対する品質管理強
化、新製品に関しては製造を早期に移管、製造規模の拡大を計画します。また、販売においては
蘇州にサポートと販売拠点を設けておりアプリケーション力の強化並びに日本との連携を進めて
まいります。

②新規事業による事業の多角化への取り組み
 当社は、今期特に周辺事業として進めてきた新規事業方面に関し、受注売上範囲の拡充を目的
に、産学連携及びご協力企業との連携強化を行い、今期よりメイン事業の一つとして以下に進捗
のご説明申し上げます。
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 まず、MGC機器事業（「自重補償機構技術」）に関しまして記載いたします。重量物搬送
（特に上下）については、一般には電動モーターとカウンターウエイトによる機構、またはカウ
ンターウエイトの仕様が難しい場面で高い圧縮オイルを利用した油圧シリンダーによる機構が一
般的でありました。当社は、慶應義塾先端科学技術研究センターと共同開発を進めてきた、
MGC技術による反重力バネと複数の滑車を使い、重力による自重をキャンセルする技術を開発
し、ゼロとなった搬送物の荷重を人に手によって、軽い力で上下することができる製品を開発い
たしました。本技術は、特許申請を慶応義塾大学、森田研究室と行い一部については取得、一部
については受理されました。取得した特許に加え新規の特許申請済み技術を使い、製品化を行い
ましたが、現在安全面の見直しをしております。安全面の見直しに関しましては、遅くとも
2026年４月末までに完了し、2026年５月に開催される、ジャパントラックショー2026（期
間：2026年５月14日（木）、５月15日（金）、５月16日（土） 場所：パシフィコ横浜）に
展示し、大手物流企業に売り込みを開始いたします。現在、同製品は、「物流搬送市場」におけ
るトラック向け昇降補助装置（テールゲート・ハンドリフター）としていますが、将来的には介
護施設における介護者の補助、物流倉庫における重量物の倉庫整理、大型機材組立工場における
無重力組立部品補助装置など広範囲に展開してまいります。なお、販売に当たっては、大手物流
企業及び物流関連の協会などを通し、連携、拡販を図ってまいります。物流市場は、サーチラボ
社によると、物流業界に激震が走った2024年問題を皮切りに、人手不足・荷役作業による怪我
を防止する意味でも高価で重量の重い動力油圧式のパワーゲートではなく、特に中小型トラック
では、安価、軽量なテールゲートリフターが求められているとのことです。

 液体レンズ（RYUGU）に関しましては、2025年度は性能評価も含め有名国立大学を始め複
数の大学からお引き合い、受注を頂き、納品させて頂き非常に高評価を頂いております。また、
2026年度は老舗梱包組立工場様よりお引き合いを頂き、現在量産工程へのライン監視カメラと
して複数の受注を頂きました。RYUGUは特殊な透明膜に電気反応性オイル（透明）を封入し液
体レンズとしており、電圧をかけることで瞬時にレンズ厚が伸縮し、倍率やフォーカスを合わせ
ることができる21世紀型のレンズであり、世界的にみても米国Ｃ社、スイスＯ社並びに中国Ｘ
社など数社しか実用化しておりません。当社の製品は、他社がメンブレン幕（液体を包む膜）を
アクチェータで制御する方式が多い中、可動部を完全に廃し電圧駆動とすることで、発熱もなく
コスト、寿命、安定性、F値において秀でた製品としていくつかの日本の大学より評価を頂き販
売を行っております。
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 ３D-X線診断装置WTS-CT130は、高性能X線ユニットを搭載しつつ、小型装置の筐体は鉛の
防壁で完全に包み込んでおり、実験室や評価室の机などに設置でき、防護服や、ましてＸ線用ル
ームも必要としない構造としております。特殊な電気配線を必要とせず、事務所コンセントのＡ
Ｃ100Ｖが有れば問題ありません。設置に関わる届出は労働基準監督署に届け出るだけと非常に
簡易に導入できます。専用の画像解析ソフトも付属しており、導入は運び込んでから１時間程度
で、当日からでもＸ線画像を撮影できます。現在、販売店を通しての販売と自社ダイレクト販売
の方法で、拡販を図っております。

 株式会社TAOS研究所と共同開発、販売を進めております、脈波（BCG,ECG)を利用したヘル
スケア管理システムは、毎日利用する便座にシート式センサーを取付けることで、大腿（もも）
の部分の動脈並びに周辺の筋肉から体が自然に発する微弱信号を計測し、それらのデータをAIサ
ーバーに送り解析、解析結果を「着座状況」、「脈拍」、「呼吸数」、「心臓の総合判定」、及
び、グラフ表示にて、「心拍数」、「呼吸数」、「応変力：病気耐性」、「ストレス」、「慢性
疲労」、「血管年齢」、「血圧」、「ゆらぎ健康度」など９項目にわたりお手持ちのスマホやＰ
Ｃなどにリアルタイムで蓄積データとしてお知らせするものです。なお、お知らせする項目は今
後「血糖値」や「血中酸素濃度」など増やしてまいります。また、2026年度中には、「見守り
機能」として離れて暮らすご家族の健康に異常が発生した場合のお知らせ(ご家族へのアラート
機能）の実装を行います。主なソフトウエアで対応可能なアップデートは無償で行います。
2026年１月から、量産に移行しており、一般販売を開始しております。なお、販売にあたって
は初めにWELLグループ（大阪市生野区）並びに大手衛生機器関連会社等と連携し、進めて行く
計画です。その後大手量販店とも協議を行なってまいります。

 強アルカリ水素イオン洗浄水は、レドックステクノロジー社（北海道札幌市）と協業を開始し
ており、半導体工場は勿論、機械加工や製造業などあらゆる場面において、今後ESGやSDGsの
観点からも最も注目されている安全な洗浄水です。通常は純水を電気分解するにあたり、純水は
電気抵抗が高く電気分解できません。そのため、多くの電解装置は電気分解補助剤として炭酸カ
リウムや塩化ナトリウムを添加し、また、電解槽は２層構造となっており、電気分解後の洗浄水
にも電解補助剤が混入しており、洗浄後に「錆」の発生を嫌うなら再度、純水や真水でのリンス
（洗浄）が必要となります。当社の電解装置は電解補助剤の入るタンクを別とし、３層構造（特
許）を取ることで、完全に電解水と電解補助剤を分離することに成功、更にZトルネードテクノ
ロジー（特許）によって、水、一粒のクラスターを分解、約1/10程度まで粉砕し、表面張力
（界面活性力）を大きく下げました。これによって髪の毛のキューティクル程度の隙間にも難な
く侵襲し、高い洗浄力を発揮します。また通常電気分解層ではpH（アルカリ度の指標、14.0が
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最大値とされる）は高くても12.5程度ですが、当社の電解槽では特許特殊技術によって13.2を
達成できました。他社製品では、pHの低さを補うため、過酸化水素などを添加してpHを調整し
ていますが、過酸化水素は、猛毒で且つ人の皮膚にも刺激があり安全面では危惧されます。当社
製品は純粋に「水」ということから、安全な洗浄水といえます。また、当該洗浄水生成装置に付
属する純水装置を分割、別筐体にセットし、飲食店などを中心に純水生成装置として販売する方
針とし、当面の間、TAMネットワーク株式会社（東京都千代田区）を販売代理店として販売し
てまいります。なお、洗浄水生成装置は必要に応じダイレクト販売も行います。

（注）インダストリー4.0 検査装置向け工場FA化機器技術に使われる「自重補償機構技術」と
は、
 一般的な「重量物搬送装置」は、電気モーターやエンジン等の動力源を持ち、かつ、重いカウ
ンターウエイトや油圧・圧縮空気の出力を借りることで、数十キロから数百キロの重量物の移動
をアシストしますが、装置が大掛りで重量が重くなることや、重量物に見合う外部動力が必要と
なるといった課題を有しています。これらの課題克服のため、当社と慶應義塾先端科学技術研究
センターは、いかなる動力や重いカウンターウエイト、そして油圧・空圧機器をも使用しない
「自重補償機構」の開発を進め、バネの弾性力を応用した軽量かつシンプルな構造を内蔵したロ
ボットアームの継続開発を行っております。今般開発した試作機は、被搬送物の重量が変化した
場合でもその重さに見合った自重補償ができる構造となっており、回転軸を除く各軸にて搬送す
る重量物の自重補償を達成し、自身の台座部分の自重をも含め、より安全な自重補償を成立させ
ています。

 なお、2025年12月26日付け「第三者割当による第13回新株予約権（行使価額修正条項付）
の発行に関するお知らせ」にてお知らせしました、前工程向け検査装置市場への参入に関しまし
ては、クリーンルームの設営に関し、協議を開始しました。当社は2026年第３四半期末までに
ノックダウン製造の体制を整えるべく準備を行いたします。なお、進捗につきましては、逐次お
知らせをいたします。
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③ 継続企業の前提に関する重要事象等
当社グループは、前連結会計年度において、前々年度から続いている半導体のダブつきと

民生半導体の需要減による工場稼働率の低迷が長引いたことの影響を受け、売上・受注時期
がずれ込み、売上高は417,090千円となりました。また、資産の健全性を確保するために棚
卸資産の評価損を計上したことに伴い、売上原価が増加し、営業損失1,083,829千円、経常
損失は1,094,080千円、親会社株主に帰属する当期純損失1,105,888千円を計上いたしまし
た。また、営業キャッシュ・フローは、662,304千円のマイナスとなりました。
 当連結会計年度（2025年１月～12月）における世界半導体市場は、WSTS（World 
Semiconductor Trade Statistics／世界半導体市場統計：2025年12月２日）の発表による
と、前年比+22.5%増の7,722億4,300万米ドル（約120兆円）になるとの見通しでした。
主に、予想をはるかに超える生成AI需要急騰によるものであり、これに伴ってHBM（AIで使
われるメモリー製品）やAIで使用されるGPUなどの複合ロジック製品半導体が市場の牽引役
となりました。一方、 AI関連を除くと、2024年に続き2025年は、各半導体関連企業がAI
に注力したことにより、AI関連以外の領域の自動車向け、民生用及び産業向け半導体の製造
リソースが低下し、民生・産業向け半導体チップ不足が発生、自動車納期の長期化、パソコ
ンやスマートフォンなど民生向け製品の価格上昇に繋がるなど、「用途による二極化」が更
に顕著となり、AI向け半導体関連投資伸長の裏で、民生・産業用向け半導体製造設備投資
は、前年比マイナス成長となりました。
 また、日本における半導体市場は、AI向け半導体を製造している企業が少なく、他国が２
桁成長する中で日本だけマイナス成長（8.9%の落込み）を見せ、世界全体に占めるシェア
は、2024年までの７%前後から５%台にまで下落しています（参考：米国半導体工業会
2025年10月９日）。
 当社グループが属する民生・産業分野向け半導体市場の2025年度は、WSTSやSEMIなど
の市場予測では、昨年より低迷が続いている民生・産業分野も回復、再生可能エネルギーの
電源や電気自動車（EV）のほか、自動運転に使う半導体の需要も大きく増加する、と予測さ
れていましたが、振り返ると予測を大きく裏切る結果となりました。
 また、富士キメラ総研の「2025ディスプレイ関連市場まとめ」によると、2025年は、中
国におけるエコ家電買い替え補助金の縮小・終了や米国の輸入関税によるマイナス影響など
で、世界的に市場は縮小したとのことです。前述したAI偏重は、世界的な傾向で有り、当社
がメイン市場とする中国・台湾半導体企業も大きな影響を受けており、当社が得意とする民
生機器向け半導体の一つであるDDIC（ディスプレイ・ドライバーIC）製造工場の設備投資
凍結の影響が続いており、当社グループの2025年度の受注、売上は低調に推移いたしまし
た。
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 2026年以降は、ノートPCやタブレット、車載CIDなどでの採用増加を背景にAMOLEDの
伸長が予想されるほか、フォルダブルスマートフォンの普及が進むRGB蒸着フォルダブル
OLED（有機EL）、スマートグラスや車載HUDで使用が期待されるLCOS（反射型液晶パネ
ル）、スマートグラスやスマートウォッチ、TV向けで採用の増加が予想されるマイクロLED
なども伸びるとみられ、2030年の市場は2024年比6.7％増の19兆4,622億円を予測してい
ます。今後も、多くの用途で中国パネルメーカーが台頭し、平均単価は下落するとみられて
います。
 今後もウインテストグループとして、横浜本社／大阪事業所における開発環境整備、人材
育成に努め、組織の若返りを含めた強化を行い、総務経理部を含む各部署における業務推進
体制を革新するため、ERPやITを駆使した、より機動的かつ最新の環境で、設計、開発及び
経営能力を強化するとともに、トータルコストの削減、納期の短縮と品質の向上を目指し、
顧客満足度を上げることで受注増、業績の向上、企業価値の増大を図り、株主様の利益につ
なげてまいります。
 以上のように依然として2025年は、AI関連投資偏重傾向が顕著となり、当社業績に大き
な影響が及び、その結果各社顧客工場における新規設備投資の抑制が引続き、当社業績は低
調に推移いたしました。
 また、当社グループは、2026年度に向け黒字化を推進することを前提に、当社グループ
が保有する棚卸資産について厳格な評価を実施し、特に子会社を中心として連結で599,920
千円の棚卸資産評価損（売上原価）を計上いたしました。前述のとおりでありますが、業界
全体において市場環境が変化しており、特に受注の伸び悩みが見られる状況が続いていま
す。当社におきましても、一部製品の市場動向を慎重に精査した結果、保有する棚卸資産の
一部について、将来的な回収可能性について精度を高めて評価する必要があると判断しまし
た。これに伴い、監査法人とも協議のうえ、適正な会計処理を行うために積極的な棚卸資産
の評価損を計上することといたしました。
 これは、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号)に従い資産評価の健
全性を確保するために実施するものであります。今回の評価損計上により、短期的な財務指
標には影響が出るものの、これは将来的な財務の健全性を確保し、持続的な成長基盤を強化
するための戦略的な判断であります。当社は今後も、事業構造の見直しや市場ニーズに適し
た製品戦略を推進し、収益性の向上を図る施策を進めてまいります。また、当該棚卸資産に
関しましては、2026年以降受注し出荷される製品にすべて組み込む予定でありますので、
売上金額に占める原価率の低減に大きく寄与してまいります。
 以上の結果、当社の当連結会計年度の売上高は前連結会計年度より増加し429,053千円と
なりましたが、営業損失は、主に棚卸資産の精査による評価の影響で1,218,662千円、経常
損失は1,217,996千円、親会社株主に帰属する当期純損失は1,242,428千円となりました。
また、営業キャッシュ・フローは、751,167千円のマイナスとなりました。
 上記のとおり、継続的な営業損失及び営業キャッシュ・フローのマイナスが発生している
状況にあり、当社グループには継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状
況が存在しております。
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 当社グループはこうした状況を早期に解消又は改善すべく、以下の対応策を継続して実施
しております。

事業施策
１．受注販売活動の促進
 前述のとおり、AI市場以外の民生市場及び産業向け半導体市場は2024年度の新規設備投
資を凍結しており、本格的な新規の設備導入は2026年度からとの様子です。しかし、今後
の半導体市場は、各国政府の進めるDX（デジタルトランスフォーメーション）のさらなる進
展や脱炭素化推進に向けた取り組み、自動運転や５G、６Gなどの高速通信環境がもたらす
新しいイノベーションが期待されており、今後はAI関連だけではなくAIを基盤としたサービ
スのアウトプットに対応する半導体を含め、新しい技術が急速に開発・開拓され、広範な需
要に支えられ伸長するものと想定されております。
 当社グループが「主力装置」と位置付けるLCDドライバIC検査装置は、液晶パネルに使わ
れるLCDドライバICの検査に使用されており、また、それら情報端末ではLCDドライバICだ
けではなく、当社が得意とするCMOSイメージセンサーIC、ロジックICなど周辺半導体デバ
イスの需要も大きな伸びが期待される分野です。セミコンジャパン2025展示会では、国内
外から多くのお客様にご来場いただき、実機展示を行っているメーカーが少ないこともあい
まって国外、国内の御来場者から大きな反響を頂きました。その結果、新開発となる
WTS-3000向けの高電圧が発生可能なロジックオプション複数種に大きな注目を頂き、国内
大手顧客から早速お引き合いを頂く事ができました。これら検査装置の受注は、国内では新
年度予算の施行時期となる2026年４月以降となる見込みであり、また中国、台湾方面は設
備投資が再開されると期待される2026年春節明けを予定しております。
 上述のように市場は当面の間、ＡＩ関連半導体偏重となっておりますので、当社として
は、「１．企業集団の現況（４）対処すべき課題、②新規事業による事業の多角化への取り
組み」に記載のとおり、新規事業に注力する方針を取り、売上・業績のＶ字回復を行ってま
いります。
 また、子会社との連携については、偉恩測試技術（武漢）有限公司（100%子会社）との
アプリケーション能力強化を目的に協力体制を堅固にし、中国PMI社並びに台湾代理店との
協力関係を推し進め、開発、営業活動を見直してまいります。さらに、偉恩測試技術（武
漢）有限公司においては、関連会社の製品の製造も請け負える体制としてラインナップの拡
充や顧客対応力の強化を行います。ひいては更なるサポート体制の強化と製造においては品
質の向上に取り組み、今後AI市場の活性化が著しい中国国内市場への深耕を図ってまいりま
す。
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２．技術開発の強化
 当社は、これまでのICチップの検査装置に加え、新たに2025年１月28日に「ウエハ・ア
クセプタンス・テスト(WAT)検査装置「WTS-511」リリース、販売開始のお知らせ」で開
示いたしましたように、新領域である前工程半導体製造工場で完成したウエハの物理的検査
（膜厚など）、電気的な特性検査で、設計基準や顧客要求を満たしているか出荷される前の
最終的な品質保証プロセスを検証できる「前工程検査装置」を市場に投入してまいります。
これは関連会社制の前工程検査装置を当社大阪事業所にクラス1000程度のクリーンルーム
を建設、ノックダウンを行い、製造販売をしてまいります。市場は台湾、シンガポール、韓
国そして今後の発展が期待されるインドとしております。
 また、汎用ロジックIC検査装置（256チャンネル、512チャンネル、1024チャンネル、
周波数400Mhz）に関しては、国内、台湾、中国顧客向けを想定したWTS-3000、
WTS-677そしてWTS577Lとして販売を開始しております。またロジック検査装置、ディス
プレイ・ドライバー検査装置に関しましては、先端機能を更に引き上げるべく引続き開発を
継続しております。これによって、ローエンド市場からハイエンド市場までを網羅的にカバ
ーできる装置ラインナップを揃えました。
 これまでに当社グループが培ってきた検査技術を応用しつつ、外部専門家を招聘し、今後
の市場拡大が見込まれる５Gと、その後の６G通信規格の台頭とともに注目を集めるパワー
デバイス検査分野への進出を目指し、設計開発を進めており、当該分野への新規参入、対応
可能検査範囲の拡充と展開を計画、収益基盤の拡充に取り組んでまいります。

３．隣接領域の展開と製品化
 当社は、今期特に周辺事業として進めてきた新規事業方面に関し、受注売上範囲の拡充を
目的に、産学連携及びご協力企業との連携強化を行い、今期よりメイン事業の一つとして以
下に進捗のご説明申し上げます。

 まず、MGC機器事業（「自重補償機構技術」）に関しまして記載いたします。重量物搬送
（特に上下）については、一般には電動モーターとカウンターウエイトによる機構、または
カウンターウエイトの仕様が難しい場面で高い圧縮オイルを利用した油圧シリンダーによる
機構が一般的でありました。当社は、慶應義塾先端科学技術研究センターと共同開発を進め
てきた、MGC技術による反重力バネと複数の滑車を使い、重力による自重をキャンセルする
技術を開発し、ゼロとなった搬送物の荷重を人に手によって、軽い力で上下することができ
る製品を開発いたしました。本技術は、特許申請を慶応義塾大学、森田研究室と行い一部に
ついては取得、一部については受理されました。取得した特許に加え新規の特許申請済み技
術を使い、製品化を行いましたが、現在安全面の見直しをしております。安全面の見直しに
関しましては、遅くとも2026年４月末までに完了し、2026年５月に開催される、ジャパン
トラックショー2026（期間：2026年５月14日（木）、５月15日（金）、５月16日（土） 
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場所：パシフィコ横浜）に展示し、大手物流企業に売り込みを開始いたします。現在、同製
品は、「物流搬送市場」におけるトラック向け昇降補助装置（テールゲート・ハンドリフタ
ー）としていますが、将来的には介護施設における介護者の補助、物流倉庫における重量物
の倉庫整理、大型機材組立工場における無重力組立部品補助装置など広範囲に展開してまい
ります。なお、販売に当たっては、大手物流企業及び物流関連の協会などを通し、連携、拡
販を図ってまいります。物流市場は、サーチラボ社によると、物流業界に激震が走った
2024年問題を皮切りに、人手不足・荷役作業による怪我を防止する意味でも高価で重量の
重い動力油圧式のパワーゲートではなく、特に中小型トラックでは、安価、軽量なテールゲ
ートリフターが求められているとのことです。

 液体レンズ（RYUGU）に関して、2025年度は性能評価も含め有名国立大学を始め複数の
大学からお引き合い、受注を頂き、納品させて頂き非常に高評価を頂いております。また、
2026年度は老舗梱包組立工場様よりお引き合いを頂き、現在量産工程へのライン監視カメ
ラとして複数の受注を頂きました。RYUGUは特殊な透明膜に電気反応性オイル（透明）を
封入し液体レンズとしており、電圧をかけることで瞬時にレンズ厚が伸縮し、倍率やフォー
カスを合わせることができる21世紀型のレンズであり、世界的にみても米国Ｃ社、スイスＯ
社並びに中国Ｘ社など数社しか実用化しておりません。当社の製品は、他社がメンブレン幕
（液体を包む膜）をアクチェータで制御する方式が多い中、可動部を完全に廃し電圧駆動と
することで、発熱もなくコスト、寿命、安定性、F値において秀でた製品としていくつかの
日本の大学より評価を頂き販売を行っております。

 ３D-X線診断装置WTS-CT130は、高性能X線ユニットを搭載しつつ、小型装置の筐体は鉛
の防壁で完全に包み込んでおり、実験室や評価室の机などに設置でき、防護服や、ましてＸ
線用ルームも必要としない構造としております。特殊な電気配線を必要とせず、事務所コン
セントのＡＣ100Ｖが有れば問題ありません。設置に関わる届出は労働基準監督署に届け出
るだけと非常に簡易に導入できます。専用の画像解析ソフトも付属しており、導入は運び込
んでから１時間程度で、当日からでもＸ線画像を撮影できます。現在、販売店を通しての販
売と自社ダイレクト販売の方法で、拡販を図っております。

 株式会社TAOS研究所と共同開発、販売を進めております、脈波（BCG,ECG)を利用した
ヘルスケア管理システムは、毎日利用する便座にシート式センサーを取付けることで、大腿
（もも）の部分の動脈並びに周辺の筋肉から体が自然に発する微弱信号を計測し、それらの
データをAIサーバーに送り解析、解析結果を「着座状況」、「脈拍」、「呼吸数」、「心臓
の総合判定」、及び、グラフ表示にて、「心拍数」、「呼吸数」、「応変力：病気耐性」、
「ストレス」、「慢性疲労」、「血管年齢」、「血圧」、「ゆらぎ健康度」など９項目にわ
たりお手持ちのスマホやＰＣなどにリアルタイムで蓄積データとしてお知らせするもので
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す。なお、お知らせする項目は今後「血糖値」や「血中酸素濃度」など増やしてまいりま
す。また、2026年度中には、「見守り機能」として離れて暮らすご家族の健康に異常が発
生した場合のお知らせ(ご家族などへのアラート機能）の実装を行います。主なソフトウエア
で対応可能なアップデートは無償で行います。2026年１月から、量産に移行しており、一
般販売を開始しております。なお、販売にあたっては初めにWELLグループ（大阪市生野
区）並びに大手衛生機器関連会社等と連携し、進めて行く計画です。その後大手量販店とも
協議を行なってまいります。

 強アルカリ水素イオン洗浄水は、レドックステクノロジー社（北海道札幌市）と協業を開
始しており、半導体工場は勿論、機械加工や製造業などあらゆる場面において、今後ESGや
SDGSの観点からも最も注目されている安全な洗浄水です。通常は純水を電気分解するにあ
たり、純水は電気抵抗が高く電気分解できません。そのため、多くの電解装置は電気分解補
助剤として炭酸カリウムや塩化ナトリウムを添加し、電解槽は２層構造となっており、電気
分解後の洗浄水にも電解補助剤が混入しており、洗浄後に「錆」の発生を嫌うなら再度、純
水や真水でのリンス（洗浄）が必要となります。当社の電解装置は電解補助剤の入るタンク
を別とし、３層構造（特許）を取る事で、完全に電解水と電解補助剤を分離することに成
功、更にZトルネードテクノロジー（特許）によって、水、一粒のクラスターを分解、約
1/10程度まで粉砕し、表面張力（界面活性力）を大きく下げました。これによって髪の毛の
キューティクル程度の隙間にも難なく侵襲し、高い洗浄力を発揮します。また、通常電気分
解層ではpH（アルカリ度の指標、14.0が最大値とされる）は高くても12.5程度ですが、当
社の電解槽では特許特殊技術によって13.2を達成できました。他社製品では、pHの低さを
補うため、過酸化水素などを添加してpHを調整していますが、過酸化水素は、猛毒で且つ人
の皮膚にも刺激があり安全面では危惧されます。当社製品は純粋に「水」ということから、
安全な洗浄水といえます。また当該洗浄水生成装置に付属する純水装置を分割、別筐体にセ
ットし、飲食店などを中心に純水生成装置として販売する方針とし、当面の間、TAMネット
ワーク株式会社（東京都千代田区）を販売代理店として販売してまいります。なお、洗浄水
生成装置は必要に応じダイレクト販売も行います。
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（注）インダストリー4.0 検査装置向け工場FA化機器技術に使われる「自重補償機構技
術」とは、
 一般的な「重量物搬送装置」は、電気モーターやエンジン等の動力源を持ち、かつ、重い
カウンターウエイトや油圧・圧縮空気の出力を借りることで、数十キロから数百キロの重量
物の移動をアシストしますが、装置が大掛りで重量が重くなることや、重量物に見合う外部
動力が必要となるといった課題を有しています。これらの課題克服のため、当社と慶應義塾
先端科学技術研究センターは、いかなる動力や重いカウンターウエイト、そして油圧・空圧
機器をも使用しない「自重補償機構」の開発を進め、バネの弾性力を応用した軽量かつシン
プルな構造を内蔵したロボットアームの継続開発を行っております。今般開発した試作機
は、被搬送物の重量が変化した場合でもその重さに見合った自重補償ができる構造となって
おり、回転軸を除く各軸にて搬送する重量物の自重補償を達成し、自身の台座部分の自重を
も含め、より安全な自重補償を成立させています。

財務施策
 財務面については、財務基盤の安定化を図るために、2025年12月26日開催の取締役会に
おいて、abc株式会社を割当先とする700万株の第三者割当による新株予約権の発行を決議
いたしました。これにより、今後の前工程検査装置事業に必要なクリーンルーム建屋建設や
新規事業の展開資金を確保するとともに、併せて運転資金など財務基盤の強化を図りまし
た。上述でご説明いたしましたお客様工場における新規設備投資が2025年中には回復せ
ず、2026年にずれ込むなど、想定より長期にわたることから、業績の低迷が続き、加えて
2021年から2023年にかけて発生した検査装置に不可欠な産業用半導体部品の大幅な不足と
納期遅延、価格高騰を受け、タイムリーな製造ができるように早期の部材仕入れを行った結
果、運転資金となる現預金が計画より減少することとなりました。今後の財務基盤の強化に
ついては、筆頭株主である武漢精測と諮りながら、同社グループ及び金融機関からの資金調
達の施策を継続して実施してまいります。
 以上の施策をもって抜本的な改善をしていく予定でおりますが、2023年から2025年度末
まで引き続いた、半導体市場の生産調整などから、設備投資の大幅な抑制という事態にな
り、当社がメイン市場とする海外受注並びに受注済み検査装置の出荷・売上は、新規設備投
資の再開される2026年度以降となります。また2026年度から方針の転換を図り各種新規事
業に本腰を入れ推進してまいりますが、事業施策及び財務施策の実現可能性は市場の状況、
需要動向等の今後の外部環境の影響を受けること、前記の新株予約権による調達についても
確約されるものではないことから、現時点においては継続企業の前提に関する重要な不確実
性が存在するものと認識しております。

 なお、連結計算書類は、継続企業を前提として作成されており、継続企業の前提に関する
重要な不確実性の影響を連結計算書類に反映しておりません。
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対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所、使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

(5) 主要な事業内容（2025年12月31日現在）
 当社グループの事業内容は、当社及び子会社の偉恩測試技術（武漢）有限公司が営む半導体検
査装置事業の１事業であります。

(6) 主要な営業所（2025年12月31日現在）
① 当社
 本社 神奈川県横浜市西区平沼一丁目２番24号
 大阪事業所 大阪府大阪市北区長柄中三丁目13番10号

② 子会社
偉恩測試技術（武漢）有限公司
 本社 中国湖北省武漢市東湖新技術開発区流芳園南路22号

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

68名 4名減

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

49名 1名減 53歳7か月 19年9か月

(7) 使用人の状況（2025年12月31日現在）
① 企業集団の使用人の状況

（注）使用人数は就業人員数であります。

② 当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業人員数であります。

借 入 先 借 入 額

a b c 株 式 会 社 １００百万円

ス ル ガ 銀 行 株 式 会 社 ９４百万円

株 式 会 社 横 浜 銀 行 ９百万円

(8) 主要な借入先の状況（2025年12月31日現在）

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項
 該当事項はありません。
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会社の現況

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

Wuhan Jingce Electronic Group Co., Ltd. 20,000,000株 37.28%
RAKUGEN OVERSEAS INTERNATIONAL
(ＨＫ) LIMITED 3,669,000株 6.83%

楽 天 証 券 株 式 会 社 共 有 口 1,422,900株 2.65%

大 畑 雅 稔 1,249,600株 2.32%
PHILLIlP SECURITIES（HONG KONG）
LIMITED 782,100株 1.45%

UBS AG HONG KONG 750,000株 1.39%

INTARACTIVE BROKERS LLC 648,900株 1.20%
ＢＮＹ ＧＣＭ ＣＬＩＥＮＴ ＡＣＣＯＵＮＴ
Ｊ Ｐ Ｒ Ｄ  Ａ Ｃ  Ｉ Ｓ Ｇ  （ Ｆ Ｅ － Ａ Ｃ ） 469,800株 0.87%

小 熊 　 雄 二 郎 372,100株 0.69%

村 上 　 勇 人 343,600株 0.64%

２．会社の現況
(1) 株式の状況（2025年12月31日現在）

① 発行可能株式総数 100,000,000株

② 発行済株式の総数 53,641,000株
（注）以下の理由により、発行済株式の総数が増加しております。
　　　新株予約権の発行及び行使によるもの　8,581,900株

③ 株主数 11,385名（前事業年度末比　1,705名増）

④ 大株主

（注）自己株式は保有しておりません。
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会社役員の状況

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 姜 輝
開 発 部 担 当
海 外 営 業 部 担 当
偉 恩 測 試 技 術 （ 武 漢 ） 有 限 公 司 董 事 長

専 務 取 締 役 樋󠄁 口 真 康 経営企画室・CSR室・営業部・総務経理部担当
偉 恩 測 試 技 術 （ 武 漢 ） 有 限 公 司 董 事

取 締 役 彭 騫
武 漢 英 泰 斯 特 電 子 技 術 有 限 公 司 　 執 行 董 事
武 漢 精 測 電 子 集 団 股 份 有 限 公 司 董 事 長
広州華測電子技術有限公司　執行董事　経理

取 締 役 袁 樹 風 上海精積微半導体技術有限公司 ATE事業部 総経理

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 木 名 瀬 　 昭 　 一 －

社 外 取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 伊 達 雄 介 新 千 代 田 総 合 法 律 事 務 所 　 弁 護 士

株 式 会 社 理 経 　 　 社 外 取 締 役

社 外 取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 大 堀 　 浩 福 八 経 営 ﾃﾞ ｻﾞ ｲ ﾝ 株 式 会 社 　 代 表 取 締 役

神 奈 川 中 小 企 業 診 断 士 会 　 執 行 役 員

(２) 会社役員の状況
① 取締役の状況（2025年12月31日現在）

（注）１．伊達　雄介氏、大堀　浩氏は社外取締役であり、当社は、株式会社東京証券取引所に対して、両名を
独立役員とする独立役員届出書を提出しております。

　　　２．社外取締役・監査等委員伊達　雄介氏は、弁護士としての活動を通じて培われた高度な専門知識に加
え、日本弁護士連合会等の委員会の委員等を歴任され、豊富な経験と高い見識を有しております。

　　　3．社外取締役・監査等委員大堀　浩氏は、大手メーカーにおける豊富な経験と高度な専門性、幅広い見
識に加え、長く経営に携わり、ガバナンス体制の強化に実績を有し、経営全般に関する豊富な経験と
高い見識を有しております。また、中小企業の経営診断･改善計画策定支援等にも携わり、経営コン
サルタントとして数多くの実績を有しております。

　　　4．監査等委員会設置会社のもと、監査等委員会が主体となり内部統制システムを通じた組織的な監査を
実施しているため、必ずしも常勤者の選定を必要としないことから、常勤の監査等委員を選定してお
りません。
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会社役員の状況

② 取締役の報酬等
ア．取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針に関する事項
　　　当社では、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針について定めております。
＜基本方針＞
　当社の取締役（監査等委員である者を除く）及び取締役（監査等委員）の役員報酬は、企業価値の
持続的な向上を図るためのインセンティブとして機能するよう、それぞれの役割と責務に応じた報酬
体系と水準とすることを基本方針としています。具体的には、月額の固定報酬と年1回の業績連動報
酬から構成されます。
＜固定報酬＞
　取締役の個人別の固定報酬は、月例の金銭報酬とし、従業員の給与水準及び他社の報酬水準等を勘
案し、職位や役割に応じて総合的に決定しております。
＜業績連動報酬＞
　取締役の個人別の業績連動報酬は、毎年一定の時期に支給する金銭報酬とし、事業年度実績の経常
利益に応じて取締役の賞与総額を算出しています。
　取締役への配分は、半期及び年次の個人業績貢献度に応じた評価結果に基づき勘案しています。
＜固定報酬と業績連動報酬の割合＞
　業績連動報酬は、経常利益に応じた賞与月数に下限と上限を設け、個人業績を勘案して賞与を支給
しております。また、個人業績は中期経営計画、年度計画、重要課題の達成状況を勘案しています。
＜取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項＞
　取締役の個人別の基本報酬の額および業績連動報酬の額の決定は、当社全体の業績を俯瞰しつつ、
取締役の個人別の業績評価を行うのに適した代表取締役　姜　輝に委任しております。また、委任す
る権限が適切に行使されるよう、決定に際して事前に社外取締役から構成される指名・報酬委員会の
レビューを受けるものとしております。
　当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容は、個人の業績に応じたルールに基づき算定され
ていることを社外取締役が確認を行った上で取締役会にて決議され、さらに具体的な個人別の報酬等
については代表取締役　姜　輝に委任し決定されていることから、上記方針に沿うものと判断してお
ります。
イ.　取締役（監査等委員である者を除く）及び取締役（監査等委員）の報酬等についての株主総会
　　の決議に関する事項
　取締役の報酬限度額は、2015年10月28日開催の第22期定時株主総会において、取締役（監査等
委員である者を除く。）について年額100百万円以内、取締役（監査等委員）について年額50百万
円以内と決議しております。なお、当該株主総会終結時点の取締役の員数は、取締役（監査等委員で
ある者を除く）３名及び取締役（監査等委員）３名であります。
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会社役員の状況

役員区分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数

（名）基本報酬 ストック
オプション 賞与 退職慰労金

取締役
（監査等委員である者を除く）

（うち社外取締役）
33,900

（－）
33,900

（－）
－

（－）
－

（－）
－

（－）
2

（－）

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

10,200
（6,600）

10,200
（6,600）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

5
（4）

合計
（うち社外役員）

44,100
（6,600）

44,100
（6,600）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

7
（4）

（注）　１.　期末現在の人員は、取締役（監査等委員である者を除く）４名、取締役（監査等委
　　　　　　 員）３名（うち社外取締役２名）であります。

　　  ２.　上記員数には、無報酬の取締役２名を含んでおりません。

③ 責任限定契約の内容の概要
　当社は、会社法第427条第1項の規定に基づき、社外取締役２名と賠償責任を限定する契
約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令に定める額としておりま
す。

④ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間
で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社の取締役であり、被保険者は保
険料を負担しておりません。当該保険契約により被保険者の職務の執行に関し責任を負うこ
とまたは当該責任の追及にかかる請求を受けることによって生じ得る損害が補填されること
となります。
　なお、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、免責額についての
定めを設け、一定額に至らない損害については補填の対象としないこととしております。
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会社役員の状況

区 分 氏 名 重要な兼職の状況

社 外 取 締 役
（  監  査  等  委  員  ） 伊 達 雄 介 新 千 代 田 総 合 法 律 事 務 所 　 弁 護 士

株 式 会 社 理 経 　 社 外 取 締 役

社 外 取 締 役
（  監  査  等  委  員  ） 大 堀 浩 福 八 経 営 ﾃﾞ ｻﾞ ｲ ﾝ 株 式 会 社 　 代 表 取 締 役

神 奈 川 中 小 企 業 診 断 士 会 　 執 行 役 員

出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

伊 達 雄 介

当事業年度に開催された取締役会12回のうち12回出席いたしました。ま
た、監査等委員会10回のうち10回出席いたしました。
法律専門家としての見識及び経験等を有することから、取締役会及び監査
等委員会では、当社グループの経営の透明性、客観性及びコポレート・ガ
バナンスの向上等、監督機能強化の視点から意見を述べており、特に客観
的・中立的立場から意思決定の妥当性・適正性を確保するための提言を行
っております。

大 堀 浩

当事業年度に開催された取締役会12回のうち10回出席いたしました。ま
た、監査等委員会10回のうち10回出席いたしました。
大手メーカーにおける豊富な経験と高度な専門性、幅広い見識等を有して
おり、また、中小企業の経営診断･改善計画策定支援等にも携わり、経営コ
ンサルタントとして数多くの実績を有することから、取締役会及び監査等
委員会では、当社グループの経営に関して多角的な観点から提言を行って
おります。

(３) 社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

（注）上記法人と当社の間には、特別の利害関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況
取締役会及び監査等委員会への出席状況

（注）伊達雄介、大堀　浩の取締役会、監査等委員会の出席回数につきましては、2025年3月27日
　　　の就任後に開催された取締役会、監査等委員会のみを対象としております。
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会計監査人の状況

監査法人アリア

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
　イ.公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額
　ロ.公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務に係る報
酬等の額

29,800千円
-千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭等の合計額 29,800千円

(４) 会計監査人の状況
① 名称
　監査法人アリア

② 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の遂行状況及び報酬の見積りの算出根拠等
が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について会社法
第399条に基づく同意を行っております。

３. 偉恩測試技術（武漢）有限公司は、当社会計監査人以外の公認会計士又は監査法人（外国におけるこ
の資格に相当する資格を有する者を含む）の監査を受けております。

③ 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した
場合は、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的とすることといたします。
　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認めら
れる場合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査等
委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人
を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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会計監査人の状況

⑤ 責任限定契約の内容の概要
　当社と会計監査人監査法人アリアは、会社法第427条第１項の定めに基づき責任限定契約を
締結しております。その契約内容の概要は次のとおりです。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項の最低責任限度額として
おります。
　なお、当該責任限定が認められるのは、会計監査人が責任の原因となった職務の遂行につい
て善意かつ重大な過失がないときに限られます。
~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~
（注）この事業報告に記載の金額及び比率は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結貸借対照表

（2025年12月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 渡 金

未 収 消 費 税 等

そ の 他

固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

そ の 他
　

891,876

82,957

212,063

1,336

57,461

293,774

193,935

2,987

25,054

22,306

27,486

27,486

27,486
　

流 動 負 債 481,484
買 掛 金 221,208
短 期 借 入 金 100,000
１年内返済予定の長期借入金 32,064
未 払 金 79,462
未 払 法 人 税 等 2,476
契 約 負 債 3,289
そ の 他 42,982

固 定 負 債 94,377
長 期 借 入 金 72,838
資 産 除 去 債 務 15,318
そ の 他 6,221

負 債 合 計 575,862
純 資 産 の 部

株 主 資 本 △25,641
資 本 金 2,029,658
資 本 剰 余 金 2,316,144
利 益 剰 余 金 △4,371,444

その他の包括利益累計額 369,141
為 替 換 算 調 整 勘 定 369,141

純 資 産 合 計 343,500
資 産 合 計 919,363 負 債 ・ 純 資 産 合 計 919,363

連 結 貸 借 対 照 表
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連結損益計算書

（2025年 1 月 1 日から
2025年12月31日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 429,053

売 上 原 価 920,067

売 上 総 利 益 △491,014

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 727,647

営 業 損 失 ( △ ） △1,218,662

営 業 外 収 益

受 取 利 息 464

補 助 金 収 入 2,337

ス ク ラ ッ プ 売 却 益 2,427

そ の 他 744 5,974

営 業 外 費 用

支 払 利 息 4,205

支 払 手 数 料 654

そ の 他 448 5,308

経 常 損 失 ( △ ） △1,217,996

特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 8,702 8,702

特 別 損 失

減 損 損 失 30,657 30,657

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 ( △ ） △1,239,951

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,476 2,476

当 期 純 損 失 ( △ ） △1,242,428

親 会社株主に帰属する当期純損失 (△） △1,242,428

連　結　損　益　計　算　書
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貸借対照表

（2025年12月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 消 費 税 等

関 係 会 社 短 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

長 期 前 払 費 用

そ の 他
　

593,056

50,329

394,188

1,336

9,627

189,005

58,353

16,642

25,054

150,000

9,095

△310,576

27,486

27,486

6,866

20,620
　

流 動 負 債 187,010
買 掛 金 6,593
短 期 借 入 金 100,000
１年内返済予定の長期借入金 32,064
未 払 金 20,233
未 払 費 用 15,650
未 払 法 人 税 等 2,476
契 約 負 債 3,289
預 り 金 5,695
そ の 他 1,006
固 定 負 債 94,377
長 期 借 入 金 72,838
資 産 除 去 債 務 15,318
そ の 他 6,221
負 債 合 計 281,388

純 資 産 の 部
株 主 資 本 339,154
資 本 金 2,029,658
資 本 剰 余 金 2,316,144
資 本 準 備 金 2,029,658
その他資本剰余金 286,486
利 益 剰 余 金 △4,006,648
そ の 他 利 益 剰 余 金 △4,006,648
繰 越 利 益 剰 余 金 △4,006,648

純 資 産 合 計 339,154

資 産 合 計 620,542 負 債 ・ 純 資 産 合 計 620,542

貸　借　対　照　表
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損益計算書

（2025年 1 月 1 日から
2025年12月31日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 477,126
売 上 原 価 281,679
売 上 総 利 益 195,446

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 648,301
営 業 損 失 ( △ ） △452,854
営 業 外 収 益

受 取 利 息 3,417
ス ク ラ ッ プ 売 却 益 2,427
そ の 他 744 6,589

営 業 外 費 用
支 払 利 息 4,019
支 払 手 数 料 654
為 替 差 損 425
そ の 他 23 5,122
経 常 損 失 ( △ ） △451,387

特 別 利 益
新 株 予 約 権 戻 入 益 8,702 8,702

特 別 損 失
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 310,576
関 係 会 社 出 資 金 評 価 損 262,796
減 損 損 失 30,657 604,030

税 引 前 当 期 純 損 失 ( △ ） △1,046,715
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,476 2,476
当 期 純 損 失 ( △ ） △1,049,192

損　益　計　算　書
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連結会計監査人の監査報告

代 表 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 茂 木 秀 俊
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 中 康 之

独立監査人の監査報告書
2026年２月25日

ウインテスト株式会社
　取締役会　御中

監査法人アリア
　東京都港区

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、ウインテスト株式会社の2025年1月１
日から2025年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、ウインテスト株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類
に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に
記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結
子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

－ 34 －



2026/02/25 12:54:29 / 25326572_ウインテスト株式会社_招集通知_電子提供措置用
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継続企業の前提に関する重要な不確実性
　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社グル―プは、当連結会計年度にお
いても、前連結会計年度同様、営業損失、経常損失、親会社株主に帰属する当期純損失を計上し
ている状況にあることから継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在
しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該事象又
は状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されてい
る。連結計算書類は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は
連結計算書類に反映されていない。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内
容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、
当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な
相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要
な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結
計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任が
ある。
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　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤
謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立
の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により
発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与え
ると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監
査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し
て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が
認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重
要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監
査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可
能性がある。
・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及
び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価
する。
・連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分か
つ適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計

－ 36 －



2026/02/25 12:54:29 / 25326572_ウインテスト株式会社_招集通知_電子提供措置用

連結会計監査人の監査報告

算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対
して責任を負う。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている
その他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するための
セーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以　　上
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代 表 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 茂 木 秀 俊
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 中 康 之

独立監査人の監査報告書
2026年２月25日

ウインテスト株式会社
　取締役会　御中

監査法人アリア
　東京都港区

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ウインテスト株式会社の2025年
1月1日から2025年12月31日までの第33期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」とい
う。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類に係る会計監査人の監査報告
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継続企業の前提に関する重要な不確実性
　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、当事業年度においても、前事
業年度同様、営業損失、経常損失、当期純損失を計上している状況にあることから継続企業の前
提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に
関する重要な不確実性が認められる。なお、当該事象又は状況に対する対応策及び重要な不確実
性が認められる理由については当該注記に記載されている。計算書類等は継続企業を前提として
作成されており、このような重要な不確実性の影響は計算書類等に反映されていない。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内
容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な
誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ
る。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の
立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生
する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に
関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して
重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意
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見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に
基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内
容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている
その他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するための
セーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　　上
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監　査　報　告　書
　2025年１月１日から2025年12月31日までの第33期事業年度の取締役の職務の執行に関し
て、審議の結果、監査等委員全員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下のとおり
報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会
決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及
び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求
め、意見表明するとともに下記の方法で監査を実施いたしました。
①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、

重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、
必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況を
調査いたしました。
また、子会社については、取締役及び監査役等との意思疎通及び情報交換を図り、必要に応
じて子会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する
とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会
計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表） 及びその附属明細書並びに連結計算書
類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表） について検
討いたしました。

監査等委員会の監査報告
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関しては、不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事
実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘
すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人監査法人アリアの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人監査法人アリアの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年２月25日

ウインテスト株式会社　監査等委員会
監 査 等 委 員 木名瀬　昭一 ㊞
監 査 等 委 員 伊　達　雄介 ㊞
監 査 等 委 員 大　堀　　浩 ㊞

（注）監査等委員伊達雄介及び大堀浩は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に定める社外取締役であ
ります。

以　上
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議案

候補者
番号

氏　　　　　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社の
株式の数

1

しょう

姜
 

　
 

　
 

　
 

　
 

　
き

輝
(1968年５月28日)

（再任）

    1992年    7 月 上海中和軟件有限公司（Shanghai
Chuwa Software Co.,Ltd.）入社

    1997年    11月 当社入社
    2005年    8 月 開発部副部長
    2007年    8 月 開発部長
    2009年    11月 取締役　開発担当就任
    2012年    8 月 取締役副社長　開発部担当就任
    2018年    10月 代表取締役　開発部兼海外営業部担当就任

（現任）
    2020年    1 月 偉恩測試技術（武漢）有限公司董事長就任

（現任）

6,800株

【取締役候補者とした理由】
姜輝氏は、当社に1997年から在籍しており、入社当初はエンジニアとして大きな貢献をいたしまし
た。昨今、半導体市場の発展著しい中国台湾に多くの知見を持ち、2023年には、2024年に向け当社
の次期検査装置の開発を目的に香港企業からの資金調達を行うなど、販売戦略、技術、ファイナンスに
至るまで強いリーダーシップを発揮していることから、引続き取締役として選任をお願いするもので
す。

株主総会参考書類

議　　案　監査等委員ではない取締役４名選任の件
　現任の監査等委員ではない取締役４名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つ
きましては、監査等委員ではない取締役４名の選任をお願いするものであります。
　なお、当社の監査等委員会は特段の意見がない旨を確認しております。本議案によって選任され
る監査等委員ではない取締役４名の任期は、2026年12月期にかかる定時株主総会終結の時までと
なります。
　監査等委員ではない取締役候補者は、次のとおりであります。
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議案

候補者
番号

氏　　　　　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社の
株式の数

2

ひ

樋󠄁
 

　
ぐち

口
 

　
まさ

真
 

　
やす

康
(1957年６月11日)

（再任）

    1979年    4 月 株式会社リコー入社
    1980年    5 月 テラダイン株式会社入社
    2002年    5 月 ピーイーアイジャパン株式会社　代表取締

役
    2003年    7 月 当社入社　マーケティング部長
    2005年    8 月 取締役　開発担当就任
    2005年    10月 常務取締役　開発兼営業担当就任
    2010年    10月 専務取締役就任
    2016年    10月 専務取締役　経営企画室兼CSR室担当就任

（現任）
    2019年    10月 専務取締役　営業部担当就任（現任）
    2020年    1 月 偉恩測試技術（武漢）有限公司董事就任

（現任）
    2021年    3 月 専務取締役　総務経理部担当就任（現任）

1,500株

【取締役候補者とした理由】
樋󠄁口真康氏は、大手検査装置メーカーの勤務経験を持ち、業界及び検査装置に関する多くの知見を有
し、マーケティング部長を経て、取締役開発担当、常務取締役開発・営業担当、その後専務取締役とし
て経営企画室・CSR室・総務経理部担当を歴任、検査装置の技術トレンドと半導体業界に関する幅広い
知識を生かし、当社経営計画の立案を行なっています。また、専務取締役の立場から取締役会の適切な
運営に尽力するなど、経営に関する豊富な知識と経験を踏まえ、その職責を果たしております。会社業
務全般に精通しており、経営上求められる行動力、判断力、識見を有することから引続き取締役として
選任をお願いするものです。
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議案

候補者
番号

氏　　　　　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社の
株式の数

3

ほう

彭
 

　
 

　
 

　
 

　
 

　
せん

騫
(1974年12月21日)

（再任）

    1997年    6 月 広州愛斯佩克環境儀器有限公司　営業部副
部長

    2005年    11月 武漢英泰斯特電子技術有限公司　執行董事
(現任)

    2006年    4 月 武漢精測電子集団股份有限公司　監事・執
行董事・総経理を歴任後、現董事長就任
(現任)

    2006年    6 月 広州華測電子技術有限公司　執行董事　経
理(現任)

    2019年    10月 当社取締役就任（現任）

－

【取締役候補者とした理由】
彭騫氏は、当社の親会社となる「武漢精測電子集団股份有限公司」の董事長を務めており、子会社は米
国、台湾アジア、EU等当社を含め全17社に及び、多忙でありながらその経営の手腕が評価されている
ことから、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

－ 46 －



2026/02/25 12:54:29 / 25326572_ウインテスト株式会社_招集通知_電子提供措置用

議案

候補者
番号

氏　　　　　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社の
株式の数

4

えん

袁
 

　
 

　
 

　
じゅ

樹
 

　
 

　
ふう

風
(1973年11月16日)

（再任）

    2000年    7 月 ZTE上海研究所　ハードウエアエンジニア
    2003年    7 月 Motorola　コンピューター部　シニアシ

ステムエンジニア
    2008年    11月 Emerson　ネットワークパワー部　シス

テムエンジニアマネージャー
    2019年    10月 IEEE 2839 Committee　メンバー
    2021年    7 月 上海精積微半導体技術有限公司　ATE事業

部　総経理（現任）
2024年３月 当社取締役就任（現任）

－

【取締役候補者とした理由】
袁樹風氏は、当社のグループ会社である「上海精積微半導体技術有限公司」のATE事業部総経理を務め
ており、中国市場は勿論、台湾市場においても幅広い顧客チャンネルを有し、技術、営業戦略などの立
案や、トップダウンの慣習が強い現地での顧客交渉力に大きな力を発揮することが期待されることか
ら、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

（注）１. 候補者彭騫氏は、当社の親会社であります武漢精測電子集団股份有限公司の業務執行者であり、過去
10年間においても同社の業務執行者でありました。なお、同氏の同社における現在及び過去10年間
の地位及び担当は、上記「略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況」欄に記載のとおりであります。

2. その他の各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
3. 当社は保険会社との間で、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結して

おり、当社取締役を含む被保険者の職務執行に関し、責任を負うことまたは当該責任の追及にかかる
請求を受けることによって生じる損害を当該保険契約によって填補することとしております。各候補
者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は
次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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議案

現在の当社に
おける地位 氏名

取締役候補者の専門性・特徴

業務執行 監督機能 海外事業 経営戦略 営業 M&A 財務・会計 法律 研究・開発 コーポレート
ガバナンス

1 再任
　

代表取締役 姜　　　輝 ● ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

2 再任
　

専務取締役 樋󠄁口　真康 ● ◎ ◎ ◎ ◎ 〇 〇 ◎

3 再任
　

取締役 彭　　　騫 ● ◎ ◎ ◎

4 再任
　

取締役 袁　　樹風 ● ◎ ◎ ◎ ◎

5 現任
　

取締役監査
等委員 木名瀬　昭一 ● ◎ ◎ 〇 ◎ ◎

6 現任
　

取締役監査
等委員 伊達　雄介 社外 独立

　
● 〇 ◎ ◎ ◎ ◎

7 現任
　

取締役監査
等委員 大堀　　浩 社外 独立

　
● 〇 ◎ ◎ ◎ ◎

本定時株主総会で議案が承認された後の経営体制（予定）
（スキルマトリックス)
　当社は、その取締役・取締役監査等委員候補者の指名において、①取締役会においてその出席者で
ある取締役及び取締役監査等委員が、経営戦略の妥当性、実現に当たってのリスク等を多面的に審議
するとともに、その執行状況を適切に監督すること並びに、②監査等委員会が、取締役会及び執行部
門に対し、適法性と併せて妥当性・有効性も視野に入れた監査を実施し、その機能を十分に発揮する
ことの両面をもって、持続的な企業価値向上に向けた実効性のあるガバナンス体制を確立することが
重要と考えています。
　当社は、企業戦略の立案・実行、適切な経営管理を行うための知識・経験・能力が特に重要と考え
ています。
　取締役・取締役監査等委員の登用においては、多角的な観点で経営に助言、監督が行えるよう、専
門知識や経験等のバックグランドが異なる人材を登用することでバランスと多様性を確保していきま
す。また、議論の客観性を担保するための社内・社外取締役のバランスを確保するとともに、監査等
委員会については、監査の独立性・中立性を高めるため、独立性基準を満たす社外取締役を過半数選
任しています。

凡例：●担当／属性　◎主スキル　○副スキル

以　上

－ 48 －
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株主メモ

事 業 年 度 １月１日～12月31日
期 末 配 当 金 受 領 株 主 確 定 日 12月31日
中 間 配 当 金 受 領 株 主 確 定 日 ６月30日
定 時 株 主 総 会 3月
株 主 名 簿 管 理 人 三菱UFJ信託銀行株式会社

同 連 絡 先

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
東京都府中市日鋼町１-１
TEL 0120-232-711（通話料無料）
<郵送先>
〒137-8081
新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所

公 告 の 方 法

電子公告により行う。
公告掲載URL　https://www.wintest.co.jp/
（ただし、電子公告によることができない事故、その他のや
むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載いたし
ます。）

株主メモ

（ご注意）
　株主さまの住所変更、単元未満株式の買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則として口
座を開設されている証券会社等が受付窓口となります。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行株式会
社）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。郵便物などの発送・返戻、未受領の配当金など
につきましては三菱UFJ信託銀行株式会社で承ります。
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地図

　　　　　ONEST横浜西口ビル６F AP横浜　Ｈ＋Iルーム

株主総会会場ご案内図

神奈川県横浜市西区北幸二丁目６番１号
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交通　ＪＲ東海道本線・ＪＲ京浜東北線・ＪＲ横須賀・総武線「横浜」駅西口徒歩約６分
横浜市営地下鉄「横浜」駅徒歩約３分・東急東横線・みなとみらい線「横浜」駅徒歩
約６分、相模鉄道本線「横浜」駅徒歩約５分、京浜急行線「横浜」駅徒歩約６分


